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研究成果の概要（和文）：1949年のジュネーヴ第4条約以降の発展が不明確な「占領」を規律する国際法の内実
は、イラク戦争以降さまざまな局面で問題となった。特に軍事的技術の発展や非正規戦闘員や文民の戦闘参加と
いった戦争の現実の変化は、第二次世界大戦当時の現実を反映したジュネーヴ第4条約の妥当性に疑問を抱かせ
てもいる。さらに近年の国際法の著しい発展を経て、占領に関する国際法が国際法全体の中でどのように位置づ
けられるべきかについても不明な点が多かった。本研究は、事例研究や学説の渉猟を通じて、占領法規の現代的
内実と現代的意義を明らかにしつつ、占領法規を一般国際法体系の中に定位にすることを試みた。

研究成果の概要（英文）：Contents of the Law of Occupation remains unclear after the adoption of the 
1949 Geneva Convention (IV). This has generated debates in many field after the Iraq War 2003-04. 
Change of the reality of war, including the development of military technology, emergence of "
irregular" troops, and direct participation to the hostilities by civilians, posed serious doubts on
 the relevance of the law, which reflected the reality of the WWII. The other point is standing of 
the law among the system of international law which has developed dramatically. This development 
includes emergence of international human rights law, law of non-international armed conflicts, 
self-determination and jus ad bellum This study focused to find the right position the law of 
occupation in the system of general international law, clarifying the real contents and the 
relevance of the law in this era, through the study of cases and academic writings.

研究分野： 国際人道法
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１．研究開始当初の背景 
「占領」を規律する国際法は 19 世紀後半

に骨格が形成され、その内実は、1949 年の
ジュネーヴ第 4条約以降の発展が不明確であ
る。しかしこの占領法は、パレスチナ占領、
さらにはイラク戦争をきっかけとして、さま
ざまな局面で問題となっている。特に軍事的
技術の発展や非正規戦闘員や文民の戦闘参
加といった戦争の現実の変化は、19 世紀の現
実を反映した伝統的占領法、さらに第二次世
界大戦当時の現実を反映したジュネーヴ第 4
条約の妥当性に疑問を抱かせることになっ
た。さらに、ここ数十年の国際法の著しい発
展を経て、占領に関する国際法が国際法全体
の中でどのように位置づけられるべきかに
ついても解き明かされていない点が多い。本
研究はこのような状況をふまえて、占領法を
多元的なアプローチで解明する必要がある
と考えたことを契機としている。 
 
２．研究の目的 

19 世紀後半から 20 世紀初頭に成立し、古
典的な戦争観・軍隊観を前提にした「占領法
規」は、昨今の戦闘手段の技術的発展、武力
紛争の形態の変化、武力行使の目的の変化な
どを経験して、なお妥当性を有するのか、ま
た妥当性を有するとすれば、どのような今日
的意義を有するに至ったのかが問われてい
る。さらに、近年国際法の様々な規範が発展
しているところ、それらの規範は平時戦時二
元構造の崩壊により占領状態においても占
領法規と並行的に適用される可能性があり、
占領法規との相互関係が問題となりうる。こ
のように、今日では、占領法規自体の妥当性
を現代国際法の様々な文脈の中で捉え直し、
占領国に課される義務の内実を再構成する
必要性が生じている。本研究はこれに応じて、
学問的分析と、実務的政策的提言を行おうと
するものである。 
 
３．研究の方法 
  本研究では、上記のような法規範・国際
環境の「変化」の中で占領法規を問い直そう
と考えた。 
 まず、①占領法規が適用されるべき「軍事
占領」の定義を現代の武力紛争の文脈のなか
で捉え直すことによって、占領法規の現代的
意義を明らかにした。すなわち、「現地の実
効 的 支 配 」、「 同 意 に よ ら な い
（Non-consensual な）支配」という軍事占領
のハーグ陸戦規則以来の定義が、武力紛争当
事者・アクターの輻輳化、無人航空機などの
軍事技術の発達、民族紛争における住民のア
イデンティティの重層化などの現象によっ
てどのように変化しているかを、近年の国家
実行や判例の研究を通じて明らかにしよう
とした。 
 また、②国際社会の共通利益を確保する必
要性が、軍事占領制度にどのような影響を及
ぼしうるのかの解明を試みた。すなわち、人

権の国際的保障、民主主義、人民の自決権、
戦争犯罪訴追、テロ防止などの近年重視され
ている価値の実現は、占領法規の想定を越え
る責任を占領国に負わせることになるが、そ
のような責任が占領法規の枠組み内でどの
ように正当化されうるか、また占領法規の適
用をどのようにして排除しうるかを整理し、
理論的枠組みの構築を試みた。 
 最後に、②を具体化して、③非国際的武力
紛争に適用される武力紛争法、人権法、難民
法などの最近発展した国際法規が、占領法規
と重畳的に適用される場合の具体的な法的
効果を、国家実行および判例、人権条約機関
の見解などを参照しながら、考察しようとし
た。ここでは、やや新しい視座として、次の
ような論点を考えた。イスラエルによるパレ
スチナ占領のような長期にわたる占領の場
合に、占領国としては占領法規やそれとある
程度調和的に適用しうる自由権の保障のみ
ならず、住民の福祉に関わる社会権の保障も
求められるのか？軍事占領下で新たな武力
紛争が占領軍と現地軍事組織との間に生起
した場合の適用法規の如何？そのような紛
争は軍事占領の形式的終了（「領域国政府の
同意に基づく駐留」への変化）後にどのよう
に扱われるべきか？さらに、占領国は、帰還
した難民や国内避難民の保護の義務を負わ
されるか？等である。これらはいずれも、現
実の国家実行において法的に未解決となっ
ている問題であり、実務的に解明される必要
があった。 
 
４．研究成果 
2015 年度は、そもそも軍事占領がどのよう

に定義され、また昨今の事例においてどのよ
うに解釈されてきたかについて、諸判例、事
例、学説などを整理し、分析することを試み
た。著名なイラクやパレスチナ占領のみなら
ず、より「典型的」なコンゴ民主共和国、ジ
ョージア、エチオピア・エリトリアなどの事
例を研究することで、占領が現代国際人道法
上どのように定義されうるかを考察した。 
そこで第 1に明らかになったのは、占領概

念が国際人道法以外の国際法体系の中に位
置づけられなければ把握できないという点
であった。領域国による駐留受け入れ同意の
有無や、領域国(占領国)による当該地域支配
の法的根拠などは、ユスアドベルムや領域法
などの一般国際法上の問題が、占領の法的定
義に大きな影響を与えており、その関連性の
中で捉えられなければならないのである。 
次に、占領が戦時と平時、安定と混乱、暫

定性と恒久性の狭間において生じる法現象
であるところから、占領法規、特に占領の定
義が国際人道法の適用条件、ひいては国際人
道法の存在意義そのものの再検討を迫る点
に注目せざるを得なかった。その結果、占領
法規の観点から国際人道法の現代国際法秩
序における意義を問い直し、占領法規を含む
国際人道法が一定の暴力や特別な権限の発



動を「許容する」規範から、そうした暴力や
権限行使を「規制する」規範へと、存在意義
を変化させつつあることが明らかになった。 
 
2016 年度は、伝統的に軍事占領の定義の中

核とされてきた「外国軍による領域の実効的
支配(=情勢の相対的安定)」という要素、お
よび「同意によらない(Non-Consensual な)
外国軍の駐留」という要素のうち、前者に関
する実地的調査と後者に関する学説判例調
査を行った。「実効的支配」要件については、
軍事技術の発展やかかる技術の当事者間に
おける不均衡から問題が生じうる。例えば、
イスラエルのガザ地区への昨今の対応のよ
うに、地上軍は撤退しているが制空権や制海
権を完全に支配し、無人航空機やヘリによる
常時監視の下に置かれ、決定があれば数時間
で再占領可能な状況を「実効的支配」とみな
し、軍事占領に含めうるかという問題である
(地上軍なしの支配)。2016 年度は、イスラエ
ルによる占領を受けている東エルサレム・ヨ
ルダン川西岸地区の現地調査を行い、またイ
スラエルとニュージーランドにおいて研究
者の意見を聴取することにより、支配のあり
ようの実体を調査することができた。 
他方、「同意によらない駐留」という要素

についても、調査をすすめた。最近の紛争に
おいては、占領地住民と元来の領域国当局の
間にアイデンティティのずれが存在し、その
ことが占領軍と占領地住民との関係を複雑
化し、外国軍駐留に関する領域国の「同意」
の意味を相対化する場合がある。今日の領域
国の同意に基づく(占領とはみなされない)
軍事活動、例えば、2004 年の主権移譲後のイ
ラクにおける英米軍の活動、現在まで続くア
フガニスタン「政権」による同意に基づく多
国籍軍の治安維持活動が非常に危険なもの
となっていること、およびそれら軍隊と現地
住民との関係が流動化していることなどか
ら、この問題はアクチュアルなものであると
考えられる。学説と判例、過去の事例を調査
することにより、「同意によらない」という
要素が相当程度意味を変えつつあることが
明らかになった。 
 
 2017 年度は最終年度であったが、前半期は
2016 年度から引き続き「同意のない」占領の
本質に関して学説、判例、事例研究などを行
い、占領法規の適用を引き起こす（必要とす
る）占領の本質に関する考察を深めた。この
関係で、イスラエルに再度赴き、西岸地区・
ガザ地区占領 50 年を回顧する学術集会に参
加し、このテーマについて研究報告討論を行
うとともに、参加した占領法規の研究者、軍
関係者などと意見交換を行うことができた。 
 後半期は、さらにもう一つの占領法の本質
と考えられる軍による「実効的支配」の意味
について、研究のとりまとめを行った。特に
技術発展著しい今日において、地上軍による
実効的支配としてどのようなものが想定さ

れるのか、どのような変化がありうるのかが
主たる関心であった。実情調査として、昨年
度には十分に調査することができなかった、
ヨルダン川西岸地区の広い範囲（パレスチナ
当局の所在するラマラ、分離壁検問所、西岸
地区のユダヤ人入植地、西岸地区のパレスチ
ナ人集落、無人地帯が設定され厳しい軍の管
理が続くヘブロンなど）を訪れ、占領地住民
の日々の暮らしに対する占領軍の存在感を
身をもって体感することができた。 
 後半期においては、また占領のケーススタ
ディーとして米国による沖縄占領の歴史に
も目をむけなければならなかった。その米軍
の民政府および琉球政府の実行を調査する
ため、沖縄県公文書館に出向き一次資料を収
拾した。 
 これらの資料を踏まえて、3 年間の研究の
集大成として「占領の定義」に関わる論考に
まとめた。 
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